
北海道告示第10394号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げる職にあ

る者に委任する。

令和７年３月10日

北海道知事 鈴 木 直 道

（保健福祉部所管分 その33）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提 補助事業等の

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 すべき関係書類 すべき関係書類 出部数、提出期 交付に関する 摘要

その目的又は趣旨 限及び提出先 権限の委任

１ 重度訪問介護等利用促進 市町村（指定都市及び中核 当該年度の国庫負担基準超過額 ４分の３以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部 書類は、

事業 市を除く。） 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興

寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 する日 局又は振

障害者総合支援法第19条 の収入金がある 保福第1の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉 興局を経

第１項に規定する介護給付 ときは、補助金 別に指示する様式 部福祉局 由して提

費等の支給に係る障害福祉 等の額の算定に 障がい者 出するこ

サービスを受けた障害者等 当たり、当該寄 保健福祉 と。

の人数に応じ算出した額を 附金その他の収 課

超過した市町村に対し、一 入金の控除等を

定の財政支援を行うことに 行う。

より、重度の障がい者の地

域生活を支援することを目

的として、予算の範囲内で

補助する。

２ 重度障害者に係る市町村 市町村 当該年度の国庫負担基準超過額 10分の10以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部 書類は、

特別支援事業 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興

寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 する日 局又は振

障害者総合支援法第19条 の収入金がある 保福第1の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉 興局を経

第１項に規定する介護給付 ときは、補助金 別に指示する様式 部福祉局 由して提

費等の支給に係る障害福祉 等の額の算定に 障がい者 出するこ

サービスを受けた障害者等 当たり、当該寄 保健福祉 と。

の人数に応じ算出した額を 附金その他の収 課



超過した市町村のうち、訪 入金の控除等を

問系サービス利用者全体に 行う。

占める重度障がい者の割合

が一定以上の市町村に対し、

一定の財政支援を行うこと

により、重度の障害者の地

域生活を支援することを目

的として、予算の範囲内で

交付する。

３ 出産・子育て応援事業費 市町村 １ 伴走型相談支援 １ 伴走型相談 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

補助金 伴走型相談支援を行うために必 支援 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示

要な超過勤務手当、給料及び超過 ４分の１以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 する日

全ての妊婦・子育て世帯 勤務以外の諸手当、報酬、職員旅 保福第１の20号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉

が安心して出産・子育てで 費、需用費、備品購入費、役務費、 寄附金その他 別に指示する様式 部子ども

きるよう、妊娠期から出産 使用料及び賃借料、共済費、報償 の収入金がある 政策局子

・子育てまで一貫して身近 費、委託費、負担金 ときは、補助金 ども政策

で相談に応じ、様々なニー 等の額の算定に 企画課

ズに即した必要な支援につ ２ 出産・子育て応援給付金 当たり、当該寄

なぐ伴走型相談支援の充実 出産応援ギフト・子育て応援ギ 附金その他の収

を図るとともに、妊娠の届 フトの支給を行った額 入金の控除等を

出や出生の届出を行った妊 行う。

婦・子育て世帯等に対し、

出産育児関連用品の購入費 ２ 出産・子育

助成や子育て支援サービス て応援給付金

の利用負担軽減を図る出産 ６分の１以内

・子育て応援給付金を一体

的に実施するための経費を 寄附金その他

交付することを目的として、 の収入金がある

予算の範囲内で補助する。 ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。



４ 北海道保育対策総合支援 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

事業費補助金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示 又は振興局長

保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 する日

地域の実情に応じた多様 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興

な保育需要に対応するため、 別に指示する様式 局又は振

保育の受け皿及び保育の担 興局の保

い手となる保育人材の確保 健環境部

に必要な措置を講ずること 社会福祉

で、待機児童の解消を図り、 課

子どもを安心して育てるこ

とができる環境を整備する

ため、予算の範囲内で交付

する。

(1)保育体制強化事業 市町村（札幌市、旭川市、 保育体制強化事業を実施するため ４分の１以内

函館市を含む。） に必要な報酬、給料、職員手当等、

賃金、報償費、旅費、共済費、役務 寄附金その他

費、委託料、使用料及び賃借料 の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(2)保育補助者雇上強化事業 市町村（札幌市、旭川市、 保育補助者雇上強化事業を実施す ８分の１以内

函館市を除く。） るために必要な報酬、給料、職員手

当等、賃金、共済費、需用費、役務 寄附金その他

費、委託料、使用料及び賃借料 の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。



(3)認可外保育施設の衛生・ 市町村（札幌市、旭川市、 認可外保育施設の衛生・安全対策 ３分の２以内

安全対策事業 函館市を除く。） 事業を実施するために必要な賃金、

報償費、旅費、需用費（消耗品費、 寄附金その他

印刷製本費）、役務費（通信運搬費、 の収入金がある

手数料）、委託料、使用料及び貸借 ときは、補助金

料、負担金、補助及び交付金 等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(4)医療的ケア児保育支援事 市町村（札幌市、旭川市、 医療的ケア児保育支援事業を実施 ４分の３以内又

業 函館市を除く。） するために必要な報酬、給料、職員 は６分の５以内

手当等、賃金、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、会議費、印 寄附金その他

刷製本費）、役務費（通信運搬費、 の収入金がある

手数料）、委託料、使用料及び賃借 ときは、補助金

料、備品購入費、補助金及び交付金、等の額の算定に

負担金 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(5)保育所等における要支援 市町村（札幌市、旭川市、 保育所等における要支援児童等対 ４分の３以内

児童等対策推進事業 函館市を除く。） 応推進事業を実施するために必要な

報酬、給料、職員手当等、賃金、共 寄附金その他

済費、報償費、旅費、需用費、役務 の収入金がある

費、委託料、使用料及び賃借料、備 ときは、補助金

品購入費、補助金及び交付金 等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(6)放課後居場所緊急対策事 市町村（札幌市、旭川市、 放課後居場所緊急対策事業を実施 ３分の１以内

業 函館市を含む。） するために必要な報酬、給料、職員

手当等、共済費、報償費、旅費、需 寄附金その他



用費（消耗品費、印刷製本費、光熱 の収入金がある

水費）、役務費（通信運搬費）、委託 ときは、補助金

料、使用料及び賃借料、工事請負費、等の額の算定に

原材料費、備品購入費 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(7)認可化移行のための助言 市町村（札幌市、旭川市、 認可化移行のための助言指導・移 ４分の１以内

指導・移転費等支援事業 函館市を含む。） 転費等支援事業を実施するために必

要な報酬、給料、職員手当等、報償 寄附金その他

費、旅費、工事請負費、需用費（消 の収入金がある

耗品費、食糧費、燃料費、印刷製本 ときは、補助金

費、光熱水費及び修繕料）、役務費 等の額の算定に

（通信運搬費、手数料、広告料）、 あたり、当該寄

委託料、使用料及び賃貸料、備品購 附金その他の収

入費 入金の控除等を

行う。

(8)保育環境改善等事業 市町村（札幌市、旭川市、 保育環境改善等事業を実施するた ３分の２以内

（安全対策事業、緊急一 函館市を除く。） めに必要な工事請負費、原材料費、

時預かり推進事業、放課 需用費（燃料費、印刷製本費、光熱 寄附金その他

後児童クラブ閉所時間帯 水費及び修繕料）、役務費（通信運 の収入金がある

における乳幼児受入れ支 搬費、手数料）、委託料、使用料及 ときは、補助金

援事業を除く。） び賃貸料（敷金を除く。）、備品購入 等の額の算定に

費、負担金、補助及び交付金 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(9)保育所等の質の確保・向 市町村（札幌市、旭川市、 保育所等の質の確保・向上のため ４分の３以内

上のための取組強化事業 函館市を除く。） の取組強化事業を実施するために必

要な報酬、給料、職員手当等、賃金、 寄附金その他

共済費、謝金、旅費、需用費（消耗 の収入金がある

品費、燃料費、会議費、印刷製本費、ときは、補助金

光熱水費及び修繕料）、役務費（通 等の額の算定に

信運搬費、広告料、手数料）、委託 あたり、当該寄



料、使用料、貸借料、備品購入費 附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(10)認可化移行運営費支援 市町村（札幌市、旭川市、 認可化移行運営費支援事業の実施 ４分の１以内

事業 函館市を除く。） に必要な経費

寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

５ 子育て支援対策事業 補助対象者が次の(1)から(7)まで 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

の事業を行う場合における当該事業 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示 又は振興局長

「新子育て安心プラン実施 に要する経費（当該事業ごとに補助 保福第１の20号様式 保福第266号様式 する日

計画」等の円滑な推進を図る 対象経費欄に掲げる経費に限る。）。 保福第265号様式 保福第268号様式 提 出 先 総合振興

ため、「北海道安心こども基 ただし、市町村が事業者に当該事業 保福第267号様式 保福第269号様式 局又は振

金」を活用して、保育所の計 費を補助等する場合にあっては、当 保福第269号様式 別に指示する様式 興局の保

画的な整備等の実施、認定こ 該補助等の対象となる事業に要する 別に指示する様式 健環境部

ども園等の新たな保育の需要 経費（当該事業ごとに補助対象経費 社会福祉

への対応、小学校就学前の 欄に掲げる経費に限る。） ただし、(1)～(2) ただし、(1)～(2) 課

子どもの教育及び保育に要 を申請しない場合 を申請しない場合

する費用の無償化に係る事 は、保福第267号様 は、保福第268号様

務の円滑な実施並びに新た 式及び保福第269号 式及び保福第269号

な子育て家庭支援の基盤の 様式の添付不要。 様式の添付不要。

整備を通じて、子どもを安

心して育てることができる体

制を整備することを目的とし

て、予算の範囲内で交付する。

(1)保育所緊急整備事業 市町村 保育所、幼保連携型認定こども園 ２分の１以内又

において児童福祉施設としての保育 は３分の２以内

を実施する部分等の整備に要する工

事費又は工事請負費及び工事事務 寄附金その他



費、事業を行うにあたり必要な設計 の収入金がある

費、保育所の開設準備に必要な費用、ときは、補助金

新たに土地を賃借して保育所を整備 等の額の算定に

する場合に必要な費用、定期借地権 当たり、当該寄

契約により土地を確保し保育所を整 附金その他の収

備する場合に必要となる権利金や前 入金の控除等を

払地代などの費用、特殊附帯工事に 行う。

必要な工事費又は工事請負費、解体

撤去に必要な工事費又は工事請負費

及び仮設施設整備に必要な賃借料、

工事費又は工事請負費

(2)小規模保育整備事業 市町村 小規模保育事業所の整備に要する ２分の１以内又

工事費又は工事請負費及び工事事務 は３分の２以内

費、事業を行うにあたり必要な設計

費、小規模保育事業所の開設準備に 寄附金その他

必要な費用、新たに土地を賃借して の収入金がある

小規模保育事業所を整備する場合に ときは、補助金

必要な費用、定期借地権契約により 等の額の算定に

土地を確保し小規模保育事業所を整 当たり、当該寄

備する場合に必要となる権利金や前 附金その他の収

払地代などの費用、特殊附帯工事に 入金の控除等を

必要な工事費又は工事請負費、解体 行う。

撤去に必要な工事費又は工事請負費

及び仮設施設整備に必要な賃借料、

工事費又は工事請負費

(3)幼児教育・保育無償化円 市町村 市町村における認可外保育施設の 10分の10以内

滑化事業 無償化の実施及び無償化の実施に伴う

システム改修及び設備整備を行うため 寄附金その他

に必要な超過勤務手当、管理職員特別 の収入金がある

勤務手当、給料及び超過勤務手当以外 ときは、補助金

の諸手当（会計年度任用職員及び臨時 等の額の算定に

的任用職員（臨時の職に関する場合に 当たり、当該寄

限る。以下同じ。）に関するものに限 附金その他の収

る。）、報酬、職員旅費、需用費（消耗 入金の控除等を

品費、燃料費、食糧費、印刷製本費及 行う。



び光熱水費）、役務費（通信運搬費、

広告費、手数料等）、共済費（会計年

度任用職員及び臨時的任用職員に関す

るものに限る。）、報償費、委託費、使

用料及び賃借料、工事請負費（システ

ム改修等に関するものに限る。）、備品

購入費（システム改修等に関するもの

以外は取得価格10万円未満のものに限

る。）、負担金（システム改修等に関す

る共同開発によるものに限る。）

参入促進・能力活用事業実施要綱

の３の（４）に定める事業の実施に

必要な超過勤務手当、給料及び超過

勤務手当以外の諸手当（会計年度任

用職員及び臨時的任用職員に関する

ものに限る。）、需用費（消耗品費及

び印刷製本費）、役務費（通信運搬

費、手数料等）、共済費（会計年度

任用職員及び臨時的任用職員に関す

るものに限る。）、委託費、負担金

(4)親子再統合（親子関係再 指定都市、児童相談所設置 親子関係再構築支援を推進するた ２分の１以内

構築）支援事業 市 め、支援メニューの充実や支援体制

の強化を図る際に必要な報酬、給料 寄附金その他

及び職員手当等（ただし会計年度任 の収入金がある

用職員及び臨時的任用職員へ支給さ ときは、補助金

れるものに限る。）、旅費、需用費（消 等の額の算定に

耗品費、教材費、印刷製本費、会議 当たり、当該寄

費、光熱水費）、改修費、備品購入 附金その他の収

費、役務費（通信運搬費、広告料、 入金の控除等を

保険料）、報償費、委託料、使用料 行う。

及び賃借料、共済費、扶助費、負担

金

(5)こどもの権利擁護環境整 指定都市、児童相談所設置 社会的養護に係るこどもの権利が ２分の１以内

備事業 市、市町村 守られる体制を構築するため、意見

表明等支援やこどもの権利擁護機関 寄附金その他



の整備等のこどもの権利擁護の環境 の収入金がある

整備のために必要な報酬、給料及び ときは、補助金

職員手当等（ただし会計年度任用職 等の額の算定に

員及び臨時的任用職員へ支給される 当たり、当該寄

ものに限る。）、旅費、需用費（消耗 附金その他の収

品費、教材費、印刷製本費、会議費、入金の控除等を

光熱水費）、改修費、備品購入費、 行う。

役務費（通信運搬費、広告料、保険

料）、報償費、委託料、使用料及び

賃借料、共済費、扶助費、負担金

(6)社会的養護自立支援拠点 指定都市、児童相談所設置 虐待経験がありながらもこれまで ２分の１以内

事業 市 公的支援につながらなかった者等

が、相互の交流を行う場所を開設し、 寄附金その他

必要な情報の提供、相談及び助言並 の収入金がある

びにこれらの者の支援に関連する関 ときは、補助金

係機関との連絡調整を行うととも 等の額の算定に

に、これらの者が帰住先を失ってい 当たり、当該寄

る場合等において、状況が安定する 附金その他の収

まで一時的に滞在させ、居住支援・ 入金の控除等を

生活支援を行うために必要な報酬、 行う。

給料及び職員手当等、旅費、需用費

（消耗品費、教材費、燃料費、印刷

製本費、会議費、光熱水費）、備品

購入費、役務費（通信運搬費、広告

費、保険料）、報償費、委託料、使

用料及び賃借料、共済費、扶助費、

補助金、負担金

(7)妊産婦等生活援助事業 市、福祉事務所設置町村 特定妊婦等が安心した生活を行う ２分の１以内又

ことができるよう、特定妊婦等に対 は４分の３以内

して、支援の必要性の把握を行うと

ともに、相談支援の実施や出産まで 寄附金その他

の間、安心して生活を送ることがで の収入金がある

きる居場所の提供等を行うために必 ときは、補助金

要な報酬、給料及び職員手当等、旅 等の額の算定に

費、需用費（消耗品費、教材費、燃 当たり、当該寄



料費、印刷製本費、会議費、光熱水 附金その他の収

費）、備品購入費、役務費（通信運 入金の控除等を

搬費、広告費、保険料）、報償費、 行う。

委託料、使用料及び賃借料、共済費、

扶助費、補助金、負担金

６ 医療施設等非常用自家発 非常用自家発電設備（病 １ 非常用自家発電設備整備又は更 0.33以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

電設備及び給水設備整備事業 院の診療機能を３日程度維 新に必要な工事費又は工事請負費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示

持するために必要な燃料の ２ 非常用自家発電設備の燃料タン 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 する日

災害により長期の停電又 備蓄又は自然エネルギーの ク増設又は補強等に必要な工事費又 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉

は断水が発生しても医療機 活用等による蓄電機能を有 は工事請負費 ときは、補助金 保福第32号様式 別に指示する様式 部地域医

関等の診療機能を維持する するものに限る。）又は給 ３ 受水槽整備又は更新に必要な工 等の額の算定に 別に指示する様式 療推進局

ために必要な電気及び水を 水設備（病院の診療機能を 事費又は工事請負費 当たり、当該寄 医務薬務

確保できるよう、非常用自 ３日程度維持するために必 ４ 給水設備整備（地下水利用のた 附金その他の収 課

家発電設備及び給水設備の 要な水を確保する受水槽又 めの設備整備、受水槽増設又は補強 入金の控除等を

整備強化等を図ることを目 は地下水利用のための設 等）に必要な工事費又は工事請負費 行う。

的とし、予算の範囲内で交 備）を整備する次の者とす ただし、次に掲げる費用について

付する。 る。 は、補助の対象外とする。

ただし、２及び３におい (1)土地の取得又は整地に要する費用

ては、水防法（昭和24年法 (2)門、柵、塀及び造園工事並びに

律第193号）に基づき国土 通路敷設に要する費用

交通大臣、知事若しくは市 (3)設計その他工事に伴う事務に要

町村長が公表する浸水想定 する経費

区域（洪水・雨水出水・高 (4)既存建物の買収に要する費用

潮）又は津波防災地域づく (5)その他の整備費として適当と認

りに関する法律（平成23年 められない費用

法律第123号）に基づき知

事が公示する津波災害警戒

区域に所在し、地域の医療

提供体制の確保の観点から

当該区域から移転すること

ができない医療機関である

こと。

１ 救命救急センター、へ

き地医療拠点病院、へき地

診療所（病床を有する診療

所に限る。）、周産期母子医



療センター、医療法（昭和

23年法律第205号）第４条

第１項に規定する地域医療

支援病院、同法第４条の２

第１項に規定する特定機能

病院の開設者（ただし、地

方公共団体及び地方独立行

政法人を除く。）

２ 国民健康保険団体連合

会、国民健康保険組合、日

本赤十字社、社会福祉法人

恩賜財団済生会、全国厚生

農業協同組合連合会及び社

会福祉法人北海道社会事業

協会の設置する病院及び診

療所（病床を有する診療所

に限る）の開設者。

３ 病院群輪番制病院、共

同利用型病院、救急告示病

院、在宅当番医制病院、在

宅当番医制診療所、在宅当

番医制歯科診療所、休日夜

間急患センター、休日等歯

科診療所、時間外診療実施

診療所、小児救急医療拠点

病院、在宅医療実施病院、

在宅医療実施診療所、在宅

医療実施歯科診療所、がん

医療実施診療所、脳卒中医

療実施病院、腎移植施設、

老人デイケア施設、共同利

用施設の開設者（地方公共

団体、地方独立行政法人、

国民健康保険団体連合会、

国民健康保険組合、日本赤

十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業



協同組合連合会及び社会福

祉法人北海道社会事業協会

を除くものとし、診療所に

ついては、病床を有する診

療所に限る。）

７ 医療施設等耐震整備事業 地域防災上緊急的に施設 １、２、３、４、５の場合 １、２、３の病 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

整備を行う次の者とする。 医療施設等耐震整備として必要な 院の場合 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示

医療施設等の耐震化又は 新築、増改築に伴う補強及び既存建 既存病床数が 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 する日

補強等を行うことにより、 １ 補強が必要と認められ 物に対する補強に要する工事費又は 医療計画上の基 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉

地震発生時において適切な る建物を有する救命救急セ 工事請負費 準病床数に占め 保福第32号様式 別に指示する様式 部地域医

医療提供体制の維持を図る ンター、病院群輪番制病院、 る割合に応じて 別に指示する様式 療推進局

ため、予算の範囲内におい 小児救急医療拠点病院、小 ６の場合 (1)105%以上 医務薬務

て補助する。 児救急医療支援事業参加病 耐震化を必要とする医療機関とし 0.475 課

院、共同利用型病院及びそ て必要な新築、増改築に伴う補強及 (2)105%未満

の他災害時における医療の び既存建物に対する補強に要する工 0.5

提供に必要な医療機関であ 事費又は工事請負費 とする。

ると知事が認めるものの開

設者（以下「知事が認める ４、５の看護師

ものの開設者」という。た 等養成所の場合

だし、地方公共団体、地方 0.5

独立行政法人、日本赤十字 ６の場合

社、社会福祉法人恩賜財団 0.5

済生会、全国厚生農業協同

組合連合会及び社会福祉法 寄附金その他

人北海道社会事業協会を除 の収入金がある

く。）。 ときは、補助金

なお、災害時における医 等の額の算定に

療の提供に必要な医療機関 当たり、当該寄

とは、原則として第二次救 附金その他の収

急医療施設として必要な診 入金の控除等を

療機能を有するものとす 行う。

る。

２ 構造耐震指標であるIs

値が0.4未満の建物を有す

る知事が認めるものの開設

者（ただし、地方公共団体、



地方独立行政法人、日本赤

十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業

協同組合連合会及び社会福

祉法人北海道社会事業協会

を除く。）

３ 構造耐震指標であるIs

値が0.3未満の建物を有す

るものの開設者（ただし、

厚生労働大臣が認めるもの

の開設者及び地方公共団体

及び地方独立行政法人を除

く。）。

なお、構造耐震指標であ

るIs値が0.3未満の建物を

有する病院の新築建替えを

行う場合は、整備区域の病

棟の病床数を10%以上削減

し、そのまま病院全体の医

療法の許可病床数を削減す

ること。ただし、道の医療

計画上病床非過剰地域にお

いては、病床削減を必要と

しないが、増床を伴う整備

計画でないこと。

４ 補強が必要と認められ

る建物を有する保健師助産

師看護師法により指定を受

けた保健師、助産師、看護

師及び准看護師の学校又は

養成所（以下「看護師等養

成所」という。）の開設者

（ただし、地方公共団体、

地方独立行政法人、日本赤

十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業

協同組合連合会及び社会福



祉法人北海道社会事業協会

を除く。）。

５ 構造耐震指標であるIs

値が0.3未満の建物を有す

る看護師等養成所の開設者

（ただし、地方公共団体及

び地方独立行政法人を除

く。）

６ 補強が必要と認められ

る建物を有する平成７年に

施行された地震防災対策特

別措置法第２条に基づいて

知事が作成した５箇年計画

に定められた地震防災上緊

急に整備すべき医療施設の

開設者（ただし、地方公共

団体及び地方独立行政法人

を除く。）


